
【非常勤講師配置事業】

【ブレア市親善訪問事業】

【学校・家庭・地域連携推進事業】

○学校応援団

１０ 教育費 １ 教育総務費 ２ 事務局費

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

　平成27年4月1日から平成28年3月31日まで、市内小・中学校に27人の学習指導非常勤講師を延
べ4,752日配置し、学習指導支援及び生活指導等の支援をした。

○学校評議員

　学校評議員は、延べ82人に委嘱をした。学校の教育活動を参観するとともに、学校に対する地域
の方々の期待や要望、また子ども達の健全育成に関する情報交換を行うなど、学校と地域のパイ
プ役として活動した。

主管課 学校教育課

一  般  会  計

款 項 目

　平成21年度から市内全小学校において学校応援団が組織されている。平成27年度は年2回の担
当者会議を開催し、各校の情報交換を行い充実を図った。各校ではコーディネーターを中心に「学
習活動への支援」、「安心・安全への支援」、「学校環境整備への支援」等の活動を行った。平成27
年度の活動実績は、以下のとおりである。また、平成28年度の取組を推進するため、平成27年度の
取組を実践事例集としてまとめ、各学校へ配布した。

活動実績(全小学校)

活動
実績

コーディネーター人数 ボランティア実人数 年間活動日数 学習支援活動 環境整備 登下校安全指導

○地域共育推進事業

　平成23年度から市内全中学校において学校応援団が組織されている。年2回の担当者会を開催
し、事業全体の概要や予算の執行、外部指導者との連携の仕方について各校の担当者に周知し
た。
　具体的な活動としては、環境整備活動への支援（除草活動、花づくりなど）、学習活動への支援
（図書館での貸し出し補助、本の整理、学習林活用の指導、行事支援など）、安心安全に係る支援
（下校時パトロールなど）を行った。平成28年度の取組を推進するため、平成27年度の取組を実践
事例集としてまとめ、各学校へ配布した。

52人 1,260人 3,104日 476日 177日 2,300日

　国際交流の一環として、アメリカ合衆国カリフォルニア州ブレア市と姉妹都市関係を結び、毎年人
的交流を行っており、平成27年度に34回目の親善訪問事業を行った。派遣生徒は、現地の小学
校・中学校・高校の訪問やホームステイをとおし、国際感覚を身につけることができた。

平成27年度派遣生徒数 派遣期間 第1回からの延べ参加生徒数

18名 H28.1.13～H28.1.23 610名
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（平成27年5月1日　学校基本調査）

（平成27年5月1日　学校基本調査）

15 4 27911 15 1 0 7 9

1 1 12

合計 14 14 2 187

1 5 1 2  

 29

吾野 1 1 7 12

26

美杉台 1 1  22 1 1

1 1 19

双柳 1 1 19

加治東 1 1  13

1 18

富士見 1 1 1 24 2 33

原市場 1 1 12 1

12

西川 1 1 4 1 10

14

東吾野 1 1 6 1 1

1 1 32

精明 1 1 7 1

1 12

加治 1 1 26 1 1

1 12

南高麗 1 1 7 1 1

2 1 38

飯能第二 1 1 8 1

人 人 人

飯能第一 1 1 1 27 1 1

人 人 人 人 人 人

兼務 事務
職員

学校栄
計

講師 教諭 講師 養職員教頭
主幹
教諭

教諭 助教諭
養護
教諭

栄養
教諭

本務 兼務

1 11

名栗 1

1

2 1

1 1

1 1

11

2 11

1 1

1 11  

1

1 1 1

1

1 2

1

人 人 人 人

美杉台小学校

吾野小学校

名栗小学校

　　○教職員（県費負担）の配置状況

合　　　　　　　計

小学校名

29

12

12

279

加治東小学校

双柳小学校

4

4

校長

原市場小学校

富士見小学校

加治小学校

精明小学校

西川小学校

609

19

26

南高麗小学校

東吾野小学校

区　　　　　　　分　

人 人 人 学級

飯能第二小学校

38

12

2 647

主管課 学校教育課

一  般  会  計

款 項

飯能第一小学校

１ 学校管理費

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

　　○教職員数、児童数、学級数の状況

目

１０ 教育費 ２ 小学校費

教　　職　　員　　数
児　　　　　童　　　　　数 学　　　　　級　　　　　数

県費負担 市費負担

21

12

32

0 69

6

6

780

2 21

14

12

10

18

33

0 157 6

4

500

42

45

3

11

18

9

14

182

0

0

145

29

30

233

518

218

419

0

0

1

2

1

0

10 3,594
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【小学校保健事業】

 

　　○心臓検診（1年生対象）

　　○結核予防

　　○独立行政法人 日本スポーツ振興センター

人 円

3,448 37 108 12

人 円

2,035 77,220 11,340

人 円 人 円 人 円

人員 金　額 人員 金　　額 人員 金　　額

3,593 3,593 100.0

人員 金　　額 人員 金　額

　　〈掛け金の状況〉

一　般　児　童　分 要保護児童分 準要保護児童分 前年度途中加入者分 合　　　　　計

人 人 ％ 件 円 円

　　〈運営状況〉
加　　　　　　　　　入 療　養　等　給　付

１件当たり金額
児童数 加入人員 加入率 件　　数 金　　　額

人

問診実施者数 予防内服実施者数

要検討者数 結核感染者数

人 人

区　　　　　　分 人　数 区　　　　　　分 人　数

吾野小学校

西川小学校 名栗小学校

合　　　　　　計

　小学校児童及び教職員の健康診断や諸検診に関する事業を実施した。また、日本スポーツ振興
センター負担金を支払った。

1 次 検 診 受 診 者 数 2 次 検 診 受 診 者 数

133

679

飯能第二小学校 富士見小学校

3,348,955

南高麗小学校 加治東小学校

加治小学校 双柳小学校

精明小学校 美杉台小学校

東吾野小学校

卒業児童数
人 人 人 人

飯能第一小学校 原市場小学校

　　○児童の入学、卒業状況
区　　　　　分 入学児童数 卒業児童数 区　　　　　分 入学児童数

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

3,6053,258,360

25

3

0

440 1,983,788 4,509

精密検査受診者数

540 1

3,590 0

人 　

541

56

8681

97

57

98

41

5

4

2

5

8685 101

22 33

29

87

39

95 126

11 10

19 10
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小学校に通う児童の世帯で、経済的に困難な状況にある保護者に対して、学校で必要となる

学用品費等の諸経費を援助した。

　○就学援助の状況

【小学校教育推進事業】

○小学校遠距離通学補助事業
遠距離通学する児童のバス定期代に要する費用を補助し、保護者の負担軽減を図った。

　通学バス定期券代金補助

○小規模特認校通学補助事業

人 　 円

 

金　　　額（円） 7,812,134 16,841,548 6,370 1,105,864 25,765,916

学用品費等 給食費 医療費 特別支援教育
就学奨励費等 合　計

援助人数（人） 539 392 1,001(延べ)

２ 小学校費 教育振興費

主管課 学校教育課

一  般  会  計

款 項 目

２教育費

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

1 69

○入間地区国語・算数学力調査を行った。このことにより、児童の実態を把握することができ、指導
の改善に努めることができた。

○道徳副読本、硬筆手本、書き初め手本等を児童数分購入した。

【小学校就学援助事業】

学校名 対象者数

人数

１０

9

　　小規模特認校に通学する児童の通学に要する保護者の負担を軽減するため、通学費補助金を
交付した。

学校名 補助金額

合　　　　計 143

吾野小学校

23

支出額
人 円

南高麗小学校 50

飯能第一小学校 61          2,096,230
飯能第二小学校            388,080

         1,783,180
           740,360
         5,007,850

名栗小学校 2 69,980
1 19,550

名栗小学校
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【小学校教材整備事業】

【小学校情報教育推進事業】

○学年別・教科別コンピュータ使用状況（校数）

校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

【小学校学習林活用教育推進事業】
 

1

3

5

5

6

2

3

13

13

12

12

外国
語

総合
特別
活動

1

　各校が学習林（学習活動を行う森林）を活用して、地域の方々の協力を得ながら体験的な学習を
行った。より充実した取組を推進できるよう、平成28年2月に「第6回学習林フォーラム」を実施すると
ともに、平成27年度の取組を実践事例集としてまとめ、各学校へ配布した。

社会 算数 理科 体育 道徳図工 家庭

21年 6 3

　授業に必要な消耗品費、教材用備品購入費及び学校図書館の図書購入費等を支出した。
　教材用備品の整備と図書の充実を図った。

国語 音楽

122

5 2

3

生活

4 1 2

3 1 33年 6 11 2

3 2

6

13 5 11

212 3

4 35年 7 14

5

2

6年 8 14 9 4

4 9

4年 9

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

3 28 12

　各小学校のコンピュータ機器等の消耗品費、修繕料、通信運搬費、借上料、備品購入費を支出し
た。総合的な学習の時間等において、調査や発表する際にコンピュータを活用して資料づくりを行っ
た。

3 2

2年 5 1
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（平成27年5月1日　学校基本調査）

（平成27年5月1日　学校基本調査）

吾野中学校 美杉台中学校

原市場中学校 名栗中学校

合　　　　　　計 587 609

24 18

人 人

飯能第一中学校 飯能西中学校

南高麗中学校 加治中学校

133 121

121 132

1

4

　　○生徒の入学、卒業状況

区　　　　　分 入学生徒数 卒業生徒数 区　　　　　分 入学生徒数 卒業生徒数

1

1 2 1 1 1

1

3 1

1 2 1

1

1 1

学校栄

人 人 人 人

養護
教諭

栄養
教諭

人 人 人

　　○教職員（県費負担）の配置状況

中学校名 校長
本務

教頭

名栗中学校

合　　　　　　　計

兼務 兼務主幹
教諭

教諭

40

1,844

3

65

45 56

72 74

12 12

原市場中学校

飯能西中学校

加治中学校

美杉台中学校

助教諭
事務
職員

14

181

0

3

南高麗中学校

吾野中学校

159 181

21 15

人 人

飯能西 1

人 人 人 学級

飯能第一中学校 38 1 527 17

１ 学校管理費

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

　　○教職員数、生徒数、学級数の状況

区　　　　　　　分　
教　　職　　員　　数

生　　　　　徒　　　　　数 学　　　　　級　　　　　数
県費負担 市費負担

主管課 学校教育課

一  般  会  計

款 項 目

１０ 教育費 ３ 中学校費

計
講師 教諭 講師 養職員

人 人 人 人 人 人

飯能第一 1 1 1 29 2 1 38

南高麗 1 1 7 15

1 1

3 1 1吾野 1 1 8 16

原市場 1 1 12 18

1

1 1 19 1 1 26

加治 1 1 1 27 36

美杉台 1 1 11 1 1  18

名栗 1 1 7 1

1 8 2 0

2 1

3

17 8 2 181

14

合計 8 8 3 120

0

15

16

18

26

36

18

71

145

391

390

227

0

0

1

1

0

3

3

7

11

14

7

53
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【中学校保健事業】
　

　　○心臓検診（1年生対象）

　　○結核予防

　　○独立行政法人 日本スポーツ振興センター

1,712,9501,749 15 79 3 1,846825 2,8351,652,805 56,485

人 円 人

金　　額
人 円 人 円 人 円 円

合　　　　　計

人員 金　　額 人員 金　額 人員 金　額 人員 金　　額 人員

円

1,844 1,843 99.9 572

　　〈掛け金の状況〉

3,937,545 6,884

一　般　生　徒　分

件　　数 金　　　額
人 人 ％ 件 円

精密検査受診者数

　　〈運営状況〉
加　　　　　　　　　入 療　養　等　給　付

１件当たり金額
生徒数 加入人員 加入率

人 　 人

問診実施者数 予防内服実施者数

要検討者数 結核感染者数

1,842

14

　中学校生徒及び教職員の健康診断や諸検診に関する事業を実施した。また、日本スポーツ振興
センター負担金を支払った。

1 次 検 診 受 診 者 数 2 次 検 診 受 診 者 数
人 人

区　　　　　　分 人　数 区　　　　　　分 人　数

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

3

0

0

586 14

要保護生徒分 準要保護生徒分 前年度途中加入者分
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【中学校就学援助事業】

中学校に通う生徒の世帯で、経済的に困難な状況にある保護者に対して、学校で必要となる

学用品費等の諸経費を援助した。

　○就学援助の状況

【中学校教育推進事業】

○中学校遠距離通学補助事業

　通学用定期券代金等補助

○ふれあい講演会事業

○中学生社会体験チャレンジ事業

　

参加保護者数

指導者数

ふれあい講演会事業
参加生徒数

運動部 8校 17部

文化部

　遠距離通学する生徒のバス、電車の定期代等に要する費用を補助し、保護者の負担軽減
を図った。

○スポーツエキスパート活用事業（部活動外部指導者）

学校数 部活動数

飯能西中学校

2校

583人 208事業所 H27.7.1～H28.1.22

支出額

人 円

39            772,520

2部 4人

21人

実施期間

一  般  会  計

款 項 目

１０ 教育費 ３ 中学校費 ２ 教育振興費

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

学用品費等 給食費 医療費 特別支援教育
就学奨励費等 合　計

主管課 学校教育課

29,198,660

援助人数（人） 442 277 2 19 740（延べ）

金　　　額（円） 888,621

吾野中学校

1,117人 94人

14,151,115 14,139,984 18,940

合　　　　計

中学生社会体験
チャレンジ事業

参加生徒数 事業所数

H27.6.13～H27.12.14

学校名 対象者数

         1,494,260

         2,266,780

18

57

○入間地区数学学力調査を行い生徒の実態を把握するとともに、教師の指導の改善に役立てるこ
とができた。また、道徳副読本・体育資料集、硬筆手本、書き初め手本等を生徒数分購入した。

実施期間
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【中学校教材整備事業】

【中学校情報教育推進事業】
 

○学年別・教科別コンピュータ使用状況（校数）

校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校 校

【中学校学習林活用教育推進事業】

73

5

6

5

国語 社会 数学 理科 音楽
特別
活動

7

美術 体育

1

総合道徳
外国
語

技家

1

　各校が学習林（学習活動を行う森林）を活用して、地域の方々の協力を得ながら体験的な学習を
行った。より充実した取組を推進できるよう、平成28年2月に「第6回学習林フォーラム」を実施すると
ともに、平成27年度の取組を実践事例集としてまとめ、各学校へ配布した。

3年 2 4 4 24 7

3

1 4 7

2

4 7 2 3

4 4 4

22

4 6 1

2年 2 5 4 4

1年 2

　各中学校のコンピュータ機器等の消耗品費、修繕料、通信運搬費、借上料、備品購入費を支出し
た。コンピュータを活用することにより、総合的な学習の時間等において、調査や発表する資料づく
りに活用できた。

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

　授業に必要な消耗品費、教材用備品購入費及び学校図書館の図書購入費を支出した。
　教材用備品の整備と図書の充実を図った。
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【私立幼稚園就園奨励事業】
 

〈旧条件〉

・第1子

1人当たり減免額

円 円

市民税非課税

68,000 1 68,000

252,000

240,000

2

1市民税所得割非課税

46,700

45,600 1 45,600

37,300

115,200 46 5,299,200

228,000

240,000

217,600

456,000

217,600

2

1

504,000

259,200 1 259,200

252,000

240,000

6

228,000 6 1,368,000

147,000

272,000

1

1,512,000

240,000

147,000

1,088,000

1

4

92,200

37,300

92,200 1

41,500

62,200 21,210,200

46,700 1

1

補 助 金 額

3 124,500

人

341

　幼稚園就園奨励費補助金事業の補助対象額は115,267,300円で、国庫補助率は1/3以内である。
補助対象者は995人で、そのうち国庫補助対象者は850人、市単独事業分のみの対象者は145人で
あった。国庫補助対象者には、要綱の区分に従い、62,200円から308,000円までの補助を行い、市
単独事業分のみの対象者には、一律10,000円の補助を行った。補助対象者の該当幼稚園は、市内
6私立幼稚園を始め、入間市5園、日高市2園、狭山市2園、所沢市1園、川越市1園、川口市1園、行
田市1園、瑞穂町1園の計20園であった。

教育費 ４ 幼稚園費

　○私立幼稚園就園奨励費補助金交付状況 

区 分

主管課 学校教育課

人員

61,400

48,000

一  般  会  計

款 項 目

１０ 幼稚園費 １

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

18 4,896,000

46,100

272,000

1 46,100

61,400

48,000

1

1

77,100円以下

211,200円以下

市民税所得割課税額
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・第2子

1人当たり減免額

円 円

・第3子以降

1人当たり減免額

円 円

77,100円以下

211,200円以下

211,201円以上

204,000 204,000

240,000 240,0001

290,000 2 580,000

1

29,000

10,400

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

合　　　　　　　　　　　　　計

市民税所得割課税額 0 0

308,000 0 0

1

人員

0

308,000 0

0 0

84,400 84,400

1

123,300

185,000

人

211,000

1123,300

29

1

5 1,055,000

人員

9,832,600

111,000

290,000

1

1

補 助 金 額

590合　　　　　　　　　　　　　計

123,200

39,550,300

1

区 分

1,386,000154,000

市民税所得割課税額

33,20033,200 1

20,700

1 29,000

10,000 145

10,400

20,700

1,450,000

270,700 1 270,700

人

290,000

5,365,000

補 助 金 額

53

123,200

9

合　　　　　　　　　　　　　計

市民税所得割非課税 308,000

市民税非課税

0

308,000 0

区 分

111,000

市民税所得割非課税

0

0

308,000

77,100円以下

211,200円以下

211,201円以上

211,200円以下

211,20１円以上

市民税非課税

市民税所得割課税額
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〈新条件〉

・第2子

1人当たり減免額

円 円

・第3子以降

1人当たり減免額

円 円

合　　　　　　　　　　　　　計 36 10,411,200

300,000 2 600,000

228,000 1 228,000

市民税所得割課税額

240,000 5 1,200,000

308,000 6 1,848,000

300,000 3 900,000

252,000 1 252,000

308,000 0 0

252,000 1 252,000

308,000 13 4,004,000

市民税所得割非課税
308,000 1 308,000

252,000 1 252,000

人

308,000 1 308,000

259,200 1 259,200

504,000

278,000

77,100円以下

1

2

278,400

278,000

区 分 人員 補 助 金 額

316 56,923,200合　　　　　　　　　　　　　計

98,700

1,140,0005

98,700 1

市民税所得割課税額 185,000 170

市民税非課税

211,000

290,000 1 290,000

25 5,275,000

252,000

5 1,450,000

76,000 76,000

278,400

228,000

1

1

252,000

1

区 分 補 助 金 額人員

市民税非課税

市民税所得割非課税

31,450,000

154,000 102 15,708,000

人

290,000

123,100 123,1001

252,000

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

211,200円以下

211,201円以上

77,100円以下

211,200円以下

211,201円以上
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総合計 （内訳）

（第1子・第2子・第3子以降) 人 円 国庫補助金 円

市補助金 円

【名栗幼稚園運営事業(学校教育課）】

　

人 人

(平成27年5月1日 学校基本調査）

人  員

　名栗幼稚園運営に係る報酬、一般職非常勤職員等の労働保険料、賃金、保険料、委託料、負
担金等を支出した。

学級

115,267,300

補助金額

995 116,717,300

園児数

○教職員数、園児数、学級数の状況

教職員数 学級数

備          考

4 30 3

事　業　の　主　な　内　容　及　び　成　果

1,450,000
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